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サムリン社が運営するサラワク州伐採コンセッションで最
近伐採された熱帯林丸太の積み重ね。同社はサラワク州最
大手の伐採会社の一つである。
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概要
世界の多くの国が違法伐採問題にとりくむ必要性に目覚めてい
る。違法伐採は熱帯雨林を破壊し、気候変動を悪化させ、森林
に住む人々の住居、食料、薬を奪い、豊かな森林をもちながら
金銭的に貧しい国々の経済を損なう一方で、国際組織犯罪を助
長している。

この脅威の深刻さを理解する主要木材消費国の大半は、需要を
抑制することで違法木材市場に打撃を与えるべく、違法に調達
された木材製品の輸入を禁止する措置をとってきた。しかし、
ある顕著な例外がある。日本である。日本は世界第４位の木材
輸入国であるにも関わらず、G7 の中で現在、唯一、違法木材
の輸入を禁止する法律を定めていない。

日本では違法木材の輸入を防ぐ法律がない中、木材の合法・違
法を監視するのは企業頼みである。本報告書は違法木材が日本
の市場で取引される可能性に対して、企業の自主規制がいかに
効果を上げていないかを示唆している。グローバル・ウィット
ネスは日本の木材輸入大手７社の調達動向をアンケート調査と
追加調査によって調べ、違法木材を市場に流入させないための
対策を評価した。その結果、日本の主要７社が、違法伐採が横
行し深刻な社会的・環境的被害を生んでいるマレーシア・サラ
ワク州の雨林から大量の木材を調達していることが分かった。
違法伐採の事実はよく知られているにも関わらず、日本の企業
はサラワクからの輸入品を精査して違法木材を排除する努力を
ほとんど行っていない。

国内外からの圧力を受けて、現在、国会でこの問題への対策が
議論されている。この新法を国際基準に合致したものにするこ
と、木材輸入会社の購入する木材が合法であることを確実にす
るため、すべての木材輸入会社に必要なデューデリジェンスを
義務付けることがきわめて重要である。こうした義務付けがな
ければ、違法に伐採された木材が今後も日本の市場にあふれる
であろう。新しいアプローチの採用が急務である。

主要な事実と調査結果
•	 日本は世界第４位の木材輸入国であるにも関わらず、G7 の

中で現在、唯一、違法木材の輸入を禁止していない。

•	 インターポールによれば世界の木材取引の２割以上が違法

と考えられている。

•	 日本は世界最大の熱帯木材の合板の輸入国であり、その多

くは建設現場のコンクリート型枠や住宅の床材に使われて
いる。

•	 日本で流通している合板の約４分の１はマレーシアのサラ

ワク州産である。国連薬物・犯罪事務所の推定では、サラ
ワク産の全木材製品の約５割は違法である。

•	 日本の木材輸入大手７社 ¯¯ 住友林業、双日、丸紅、伊藤忠、

三井住商建材、ジャパン建材、トーヨーマテリア ¯¯ がサラ
ワクとの合板取引のほとんどを占めている。住友林業、双日、
伊藤忠、ジャパン建材はグローバル・ウィットネスの調査
に応じた。丸紅の回答は一部が未回答であった。

•	 主要７社はいずれも違法伐採を行っていることが判明した

サラワクの伐採会社と取引している。

•	 これら７社はすべて、人権と伝統的に所有する土地への権

利を侵害されたとして、先住民族コミュニティから提訴さ
れているサラワクの伐採会社から購入している。

•	 グローバル・ウィットネスの調査に応じた４社 ¯¯ 住友林業、

双日、伊藤忠、ジャパン建材 ¯¯ はどれも、購入している木
材がサラワクのどの伐採地のものかを完全に知らないこと
を認め、サプライヤーの伐採事業の現地調査も行っていな
かった。

•	 調査に応じた４社すべてと丸紅は、サラワク産の木材は日

本の現行の自主基準に照らせば合法であると主張した。

グローバル・ウィットネスが本報告書に記す主張を日本の主
だった関係企業に提示したところ、双日、住友林業、伊藤忠、ジャ
パン建材から回答を得た。回答のうち関係する部分は本報告書
に含まれている。

提言
国会議員に対して：　サプライチェーンにお
ける違法木材のリスクを評価し最小限に抑え
ることを企業に義務付ける法律を制定するこ
と。これらの義務は、適用対象に偏りが生じ
て責任ある行動をとる意欲を削ぐことがない
よう、すべての輸入企業に適用すること。

日本政府に対して：　他の G7 諸国と歩調を
合わせた違法伐採対策をとることに合意し、
今年の伊勢志摩サミットで違法木材の国際取
引ルートの遮断を最優先にすることを確約す
ること。

日本の企業に対して：　合法木材のみを調達
することを公に宣言し、自社の木材サプライ
チェーンでの違法木材のリスクを評価し、把
握したあらゆるリスクを最小限に抑えるため
の堅固な対策をとること。サラワクのような
高リスクのサプライチェーンについては、サ
プライヤーの事業活動の合法性について信頼
のおける独立機関による確認を義務付け、そ
れが可能でない場合は木材製品の輸入をやめ
ること。
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違法伐採：企業の顔をしたグローバル犯罪
「違法伐採」という言葉をきくと、犯罪集団が闇に紛れて国立

公園から木材を密かに運び出す姿を思い浮かべるかもしれな
い。しかし、国連薬物・犯罪事務所が指摘するように、違法伐
採はほとんどの場合グローバル市場に展開し、しばしば国際的
な株主を抱える大手伐採会社によって行われている。1 

グローバル・ウィットネスがマレーシアのサラワク州で行って
きた調査はそれを裏付ける。過去１０年以上にわたる証拠によ
れば、サムリンやシンヤンといった大手伐採会社は国の森林法
に組織的に違反してきた。2 両社とも、世界第４位の木材製品
の輸入国であり世界最大の熱帯材合板の輸入国（うち半分近く
がサラワク産）である日本への主要サプライヤーである。3, 4

違法伐採の影響は、とくに何世代にもわたって森で生活してき
た人々にとって深刻である。サラワクの土地の半分以上は木材
伐採または農業プランテーションの土地と化している。6 そこ
に住む先住民族コミュニティはいまや、生計や文化にとって欠
くことのできない森に食い込んで作られた道路網に囲まれてい
る。多くのコミュニティは、政府が自分たちの同意なしに大企
業に渡してしまった土地に関する慣習的権利の承認を求めて法
廷で闘っている。7

世界中の熱帯雨林で、違法伐採は先住民族の住居や生計を破壊
するだけでなく、森林減少の速度を抑制し、気候変動にとりく
み、生物多様性を守る国際的な努力を損なう。責任ある行動を
とる木材生産者は、安い違法材と競争できずに事業が継続でき
なくなる。違法木材の取引には汚職が付き物で、良い統治が損
なわれる一方で、既得権層が私服を肥やしていく。

問題の大きさに鑑み、多くの国は違法木材の輸入禁止に動き、
国内産業に違法木材を使用しないよう措置を講じるよう義務付
けている。2005 年のグレンイーグルズ・サミットで G8 の首
脳が違法伐採木材の輸入停止に合意して以降、米国と EU で施
行された新たな法により、違法が疑われる調達元からの木材
輸入が減少し、買い手は高リスク企業を避けるようになった。
またオーストラリアなど他国でも同様の法律が制定された。18 
2016 年 2 月、米国の広葉樹床材販売最大手の企業が違法木材
を輸入したとして１３００万ドルの罰金を科され、19 欧州、米
国、オーストラリアの多くの企業はいま、サラワク産の木材を
単純にリスクが高すぎるという理由で避けるようになってい
る。20  

実は、G7 諸国は日本一国を除いてすべて違法木材の輸入を禁
止している。21

違法伐採とは？
違法伐採とは国内法または国際法に違反する木材の
採取、加工、輸送、取引を指す。伐採許可を得るた
めの当局者の買収、保護地域内での伐採や許可され
た区域外での伐採、環境保護を目的とした法令の違
反、伐採地域に住む先住民族コミュニティの土地権
の侵害、腐敗した輸送業者と結託して違法木材を洗
浄（ロンダリング）し合法サプライチェーンに流通さ
せることなどを伴う場合がある。インターポールによ
れば、世界の木材取引の２割以上が違法木材の取引で
あり、３００億ドル以上の犯罪収益を生み、多くの場
合国際犯罪組織と密接に関わっている。5

繰り返される違反：
マレーシア・サラワク州は世界でも最も森林減少率が
高い地域の一つで 8、伐採の手が入らず元のまま残って
いる原生林は５％以下である。9　同時に当局者による
汚職が蔓延し監督も脆弱なため、違法伐採が野放しに
されている。

国連薬物・犯罪事務所によれば、サラワク産の全木材
の約５割が違法である。10 グローバル・ウィットネスは、
アブドル・タイブ・マフムッド前サラワク州首席大臣
が伐採許可を与える見返りにキックバックを受け取っ
ていたことを調査で明らかにした。11 こうした伐採許
可の大半は「ビッグ６」と呼ばれるサムリン、シンヤ
ン、リンブナン・ヒジャウ、タ・アン、WTK、KTS の
木材大手６社が保有している。12 大手の一つ、サムリ
ンは 2008 年にマレーシア監督総局によって、2009 年
にはノルウェー政府年金基金によって違法伐採を行っ
ていると指摘された。13 サムリンに加え、近年のグロー
バル・ウィットネスやその他の独立調査で、WTK、タ・

アン、シンヤンがサラワクの最後に残された人手の入っ
ていない熱帯雨林の一部で違法かつきわめて破壊的な
伐採を行っている証拠が明らかにされた。14 ノルウェー
政府年金基金はその伐採事業の影響への懸念から 2010
年にサムリンから、2012 年にはWTK とタ・アンから
投資を引き上げた。15

アデナン・サテム新サラワク州首席大臣が 2014 年に就
任して以降、森林セクターにおいて汚職と違法伐採が
主要な問題だと述べたように、州政府自身も問題を認
めざるを得なくなっている。2014 年、アデナン首席大
臣は「違法伐採活動は持続可能な森林管理を促進しよ
うとする［サラワク州政府の］努力を危うくしている ¯¯
それにより州政府の収入が減るだけでなく、より深刻
なのは、長期にわたる環境の劣化が生じることだ」と
述べた。16 2015 年、首席大臣は森林法施行が「一部の
役人の汚職のためにきわめて脆弱である」と認めた。17
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年度 関連する主な出来事 サラワク州の木材輸出（丸太換算 100 万ｍ３）

2005 7 月：G８が違法木材取引の抑止のために行動をとることに合意 14
4

2006 4 月：日本、政府調達において合法木材の調達を義務づける政策を導入 14
4.8

2007 マレーシア人権委員会がシンヤンによる先住慣習権の侵害を報告 13
3.6

4 月：ロング・ラマイの先住民族コミュニティが先住慣習地での伐採をめ
ぐりサムリンを提訴

2008 5 月：サムリンによる伐採を止めるため、ケンヤー族の先住民 100 人以上
が道路封鎖を開始

14
4

2009 マレーシア監査総局がサムリンのコンセッションで違法伐採が行われてい
ることを確認

12
2.9

サラワク高等裁判所が 2件の事案で先住民族コミュニティの土地への先住
慣習権を認める判決を下す

ロング・ジェイクの先住民族コミュニティが先住慣習権の侵害のためシン
ヤンを提訴

2010 4 月：マレーシアのNGO、JOANGOHUTAN が、サラワク州政府と先住民族
コミュニティの間で、伐採・プランテーションの認可をめぐり 140 件の係
争事案が存在することを明らかにする

12
2.7

8 月：ノルウェー政府年金基金がサムリンのコンセッションで違法伐採を
発見し、サムリン社から投資を引き上げる

10 月：WTK の違法伐採が原因と思われる 50 ㎞以上におよぶ丸太の渋滞が
国際的なニュースになる

12 月：バ・ジャウィのプナン族先住民コミュニティが先住慣習地での伐採
をめぐりサムリンを提訴

2011 6 月：マレーシア反汚職委員会が収賄の疑いでタイブ首席大臣の正式な調
査を開始

10
2.9

9 月：スイス・ブルーノ・マンサー基金が、サラワク林業セクターの汚職
の実態と、サラワクの林業とタイブ首席大臣の親密な関係を明らかにする

2012 グローバル・ウィットネスがシンヤンのコンセッションでの違法伐採の証
拠を公表する

10
3.3

2013 マレーシア人権委員会が、サラワク州政府が土地に対する先住慣習権を認
めていないと批判する報告書を発表 

9.6
3.3

3 月：グローバル・ウィットネスがサラワクの森林セクターの組織的かつ
高官が関与する汚職の実態を明らかにする

9月：グローバル・ウィットネスがサラワクの違法伐採への日本企業の関
わりを明らかにする

10月：ノルウェー政府年金基金が違法で持続不可能な伐採の証拠をもとに、
WTKとタ・アンから投資を引き上げる

2014 6 月：グローバル・ウィットネスがサムリンとシンヤンによる持続不可能
で違法の可能性のある伐採の証拠となる衛星画像を公表

9.2
3

11 月：アデナン主席大臣が州議会で違法伐採と汚職に取組む事を確約

12月：アデナン首席大臣がサラワク経済発展公社の「清廉の日」に際して、
サラワク州の森林セクターで木材密輸と「深刻な汚職の蔓延」が存在する
と発言

2015 5 月：アデナン首席大臣がマレーシア高等弁務団で、これ以上の伐採・プ
ランテーション認可を与えないと言明

7.5
2.4

サラワク州政府が 240 の木材キャンプと企業を違法伐採の疑いで強制捜査

   サラワクの木材輸出量（チップを除く）〈単位：丸太換算 100 万 m3〉 
   サラワクから日本への合板輸出量〈単位：丸太換算 100 万 m3〉

5



合法木材制度はサラワクの森を破壊している
日本は違法木材製品の一人当たり消費量が主要先進国の中で最
も多い国の一つであり、23 日本が輸入する木材の約１２％が違
法リスクが高いと推定されている。24 その理由を理解するのは
難しくない。合法木材制度と呼ばれる違法木材取引対策の現行
制度に構造的な欠陥があるからだ。

この制度では合法木材の調達を義務付けられるのは政府機関の
みで自治体や企業については奨励にとどまる。25 政府が定めた
指針には、合法性を検証するために政府や企業が取りうるいく
つもの手順が記載されている。26 政府は模範を示すことで合法
木材の調達を奨励するとされているが、最近の独立の調査によ
れば、政府機関の４分の１が購入する木材製品の合法性確認を
行っていない。27 この制度には強制措置がないため、法律遵守
を動機づけるものがないのである。

より大きな問題は、木材の合法性を決める基準がきわめて脆
弱だという点である。政府の定める指針に自主的に従う企業は、
合法木材を供給できるとみなされれば合法木材の認定を得る
ことができる。日本には 12000 社以上が合法木材の定証をも

つとされ、うち 45 の商社が日本の木材輸入の半分以上を扱っ
ている。28

しかしながら、大半の企業は実際上合法性を保証しない文書し
か確認していない。業界団体や企業は、合法性の確認方法や自
主的に定めたルールの遵守監視方法を勝手に決めることがで
きる。29 自主ルールの下、伐採許可書、生産国政府が承認した
輸出許可書、さらに港湾や加工場の第三者が発行した貿易書
類まで含め、広範な文書が合法性の証明書として認められてい
る。30 これらの書類は額面通り受け取られている。企業は違法
伐採のリスクを考慮したり、木材の違法リスクを最小限に抑え
る対策をとったりすることを義務付けられていない。サプライ
チェーンのほぼあらゆるアクターが、出荷する木材を「合法」
と宣言する紙切れを発行することができるため、制度全体が不
正や汚職にさらされることになる。

サラワクの場合、木材の輸出許可証にサラワク州政府のスタン
プが押されている限り「合法」とみなされる。31 サラワク州政
府の合法性確認の手続きがきわめて不十分であることは、独立
の検証で明らかになっている。32 しかも、サラワク州政府の首
席大臣でさえ森林当局が法を適切に執行しておらず、木材産業
が腐敗していると認めている。スタンプの押された輸出許可証
は合法性確保の手段としてはあまりにも不十分である。それに
も関わらず、日本の合板輸入の３分の２近くを取り扱う木材輸
入企業の大半を構成員とする日本木材輸入協会は、サラワク州
政府のスタンプを額面通りに受け取り、サラワクから輸入する
合板は、すべてとは言わないまでもほとんどが合法であると主
張している。33

日本の企業がどのようにサラワク産木材の合法性を確認してい
るかを仔細に見れば、日本の合法木材制度のこうした深刻な構
造的脆弱性を確認できる。企業は自社の木材サプライチェーン
の合法性を確保するために必要な手立てを講じようとしていな
い。単純に、それを奨励する経済上および規制上のインセンティ
ブがないのである。

「日本の木材合法性証明制
度には・・・深刻な設計
上の脆弱性を抱えている
ため、日本市場から違法
木材製品を排除すること
ができない。」34

チャタム・ハウス、2014 年 

サラワクは日本への主たるサプライヤー
•	 日本は一貫してサラワクにとって最重要の木材輸
出相手国であり、1990 年以来、サラワクの木材輸
出の３分の１が日本に輸出された。

•	 毎年、１億枚以上の合板がサラワクから日本に出
荷される。その大半が使い捨てのコンクリート型
枠やビル・住宅の床材に使われる。

•	 違法伐採のリスクが高いことを示す証拠が十分あ
るにも関わらず、2015 年に日本で流通した合板の
ほぼ４分の１がサラワク産であった。22 
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日本への最大合板サプライヤー
であるシンヤンが操業する合板
工場。グローバル ･ ウィットネ
スは同社が違法かつ極めて破壊
的な伐採を行っていることを記
録。



日本企業のデューデリジェンス実施評価
グロバーバル・ウィットネスは、日本の木材産業の違法木材の
リスク対策を評価するため、サラワク産輸入合板の大半を輸入
している７つの商社を対象にアンケート調査を行い、公開情報
をもとに追加的調査も行った。35

伊藤忠、双日、住友林業、ジャパン建材の４社が調査に応じ、
丸紅の回答は一部が未回答であった。三井住商建材とトーヨー
マテリアは回答せず、自社のサプライチェーンについて情報を
開示したくない姿勢を示唆した。

この情報をもとにグローバル・ウィットネスは、サラワクか
ら木材を購入する際の各社の違法伐採リスクへのエクスポー
ジャーおよび違法リスク軽減のとりくみを評価した。その結果
を下記および図２と図３にまとめた。方法論の説明は付録に記
した。結果は、意味のある法的な監督が存在しない中で、日本
の企業の違法木材購入を避ける対策は十分ではないというグ
ローバル・ウィットネスの見解を裏付けるものであった。一部
の企業は違法木材輸入のリスクを最小限にするための方針を
採っているものの、それが全体的な行動の変化につながってい
るとは思われず、ほとんどの企業は問題があることをよく知り
ながら従前の対策を続けているようである。

•	 全７社がマレーシア、インドネシア、中国という高リスク

木材製品を大量に供給していると指摘されている国々から
大量の合板を買っている。36（表 X を参照）

•	 全７社が違法伐採を行っていることが判明したサラワクの

伐採会社と取引を行っている。37 

•	 全７社が、現在、慣習的土地法を侵害したとして提訴され

ているサラワクの伐採会社から買っている。38

•	 全７社が高保全価値の熱帯林できわめて破壊的な伐採を

行っているサラワクの伐採会社から買っている。39 

•	 日本で違法木材を購入しないとの規程を定めている輸入企

業は伊藤忠、双日、住友林業の３社のみである。40 自社のサ
プライチェーンで違法木材リスクにどのようにとりくんで
いるかについて情報を公開すると約束しているのはこの３
社だけである。ジャパン建材は木材調達方針の策定を検討
中であるとした。

•	 私たちの調査に応じた企業のうち、サラワクから購入した

すべての木材の由来を把握している企業はなかった。伊藤
忠のみがサラワク産木材のほぼすべてについて伐採コン
セッションを把握していると回答した。
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図 2 ：日本企業による高リスク合板の取引 42

本報告書で評価している 7 社は日本の熱帯材合板取引のほとんどを占めている。入手可能な公開情報によれば、合板の
大部分は違法伐採リスクの高いマレーシア産とインドネシア産である。これらの日本企業はサラワクの 6 大伐採会社と
密接な関係をもっているが、その多くは違法かつ持続不可能な形で伐採していたことが判明している。輸入合板の売上は
2015 年 3 月期。合板輸入の供給国別割合は 2015 年 4 月現在。＊印を付した主要取引先は 2012 年の情報に基づく。

輸入企業 伊藤忠 双日 住友林業 ジャパン建材 丸紅 三井住商建材 トーヨーマテ
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図 3：日本企業のデューデリジェンス

グローバル・ウィットネスは、違法木材を買わないという方針の堅持、サラワクから木材を調達する際のデューデリジェ
ンスの質、自社のデューデリジェンスの手順について情報公開する意欲、の 3 点について日本の大手商社 7 社を評価した。
方法論は本報告書の付録に記載した通り。以下の表はどの企業も自社のサプライチェーンにおいて違法木材を避けるため
に十分な対策をとっていないことを示している。

伊藤忠 双日 住友林業 ジャパン建材 丸紅 三井住商建材 トーヨーマテ
リア

方針

リスク評価 
（サラワクに関

連して）

リスク軽減 
（サラワクに関

連して）

透明性

合計

記号：   = 著しく不十分  |    = 不十分  |    = まあまあ       = 良い  |   = 無回答  |  ▲ † = 付録を参照 
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•	 回答した企業のうち伊藤忠一社のみが、そのサプライヤー

がサラワクで違法伐採に関与している兆候があると認めた
が、現時点でサプライヤーが違法伐採に関わっていること
は否定した。一方、住友林業はサラワクに違法伐採のリス
クはまったくないと回答したものの、いくつかの問題はあ
ると認めた。

•	 回答した企業の中で、サプライヤーの伐採事業を検査した

り、信頼のおける独立の第三者によるサプライヤーの事業
の合法性の確認を取引の条件として義務付けている企業は
なかった。 41

•	 回答したどの企業もトーヨーマテリアも、違法伐採が続き

問題が解決していないことを示す証拠があるにも関わらず
サプライヤーと取引を停止することはなかった。せいぜい、
伊藤忠、双日、住友林業の３社が、供給された木材が合法
であるとの保証をさらにサプライヤーに求めたにとどまる。

•	 高いリスクが関係するにも関わらず、回答した４社と丸紅

は合法ウッド制度の下では自社の購入する木材はすべて合
法であると主張した。

グローバル・ウィットネスが各社からコメントを求めたところ、
双日、住友林業、伊藤忠、ジャパン建材はグローバル・ウィッ
トネスの調査結果の一部は受け入れられないとし、購入する木
材の合法性を確保するため追加的な対策をとっていると説明し
た。双日は最近策定した木材調達方針の下、合法性だけでなく
伐採が広く環境や社会に与える影響も考慮に入れるべく努力し
ており、方針実施の数値目標の設定ならびにリスク評価手順の
強化や必要な場合の現場での状況確認を進めているところだと
説明した。住友林業は合法木材制度の基準に従って、また原木
丸太の納品書類の確認と工場に対する立ち入り検査を通じて、
サラワク産木材の合法性を検証していると説明した。同社は木
材調達委員会がデューデリジェンスを実施し、木材が高リスク
と考えられる場合は立ち入り検査を行っているとし、木材の合
法性が証明されない場合は取り扱わないと述べている。伊藤忠
とジャパン建材は、サプライチェーンに違法木材が入り込まな
いように、また、先住民族の権利侵害や保護価値の高い森林の
破壊が起こらないようにサプライヤーに要請していると回答し
た。

▲ ▲ ▲ †

† †



新法が早急に必要
現在、違法伐採業者にとって日本市場へのアクセスは容易であ
る。それに終止符を打つためには、日本政府は他の G7 諸国と
協調した木材規制を制定することが求められる。新しい法律が
早急に必要とされている。そしてそれは義務的要件を課すこと
で実効性を担保するものでなければならない。

いかなる新法も、サプライチェーンにおける違法木材のリスク
を評価し、木材が違法であるリスクを最小限にすることをすべ
ての日本の企業に明確に義務付けることを基本にしなければな
らない（囲みを参照）。とくに輸入企業は木材の供給源地域で
の違法伐採や汚職のリスクに細心の注意を払い、サラワクのよ
うにリスクが高い場合はたんなる文書のチェック以上の対策
をとる必要がある。EU や米国の企業に求められるのと同様に、
高リスクの国から調達する企業は調達する木材が由来する伐採
コンセッションを特定でき、その土地をめぐる第三者が関わる
あらゆる紛争を把握できなければならない。もし自社のサプラ
イチェーンに高い違法伐採リスクが見つかった場合、企業は信
頼のおける独立の第三者機関による合法性の検証や完全な木材
トレーサビリティの確立など、合法性リスクの軽減のため確固
たる対策を義務付けられなければならない。43

企業が自由に合法性の基準を設定できる制度を継続する自主的
ななら、日本の違法木材取引にほぼインパクトを与えられず、
また世界的な違法伐採対策を損なうことになる。デューデリ
ジェンスが不十分な企業の責任を問うことができるように、業
界団体や産業団体から独立した第三者によるモニタリングを導
入し、厳しい罰則を設けることで企業による遵守を促すべきで
ある。

新法は注意深く構想され厳格に執行されるならば、世界中の森
林とそれに依存して暮らす人々、とくにサラワクのように汚職
と違法伐採を抑えようと格闘している地域の人々にとって大き
な力となる。同時に、安い違法木材の流入を食い止め、日本の
責任ある木材生産者が競争力を伸ばす一助となるであろう。実
は、最近の日本の調査によれば、違法合板を日本市場から排除

する規制が導入されれば、合板生産に使われる国産木材の需要
は１３％増大するとされている。46 また、強い規制は事業取引
の予測可能性の確立や訴追リスクの可能性の抑制を通じて企業
が事業リスクを軽減するのにも有益であろう。

今年の G7 サミットは、日本が指導力を発揮し、破たんした合
法木材制度に代わって国内外に便益をもたらす堅固な新法を制
定する好機である。日本のオリンピック関連の建設が違法木材
の輸入に依存するリスクが高まる中、47 日本はこの機会を捉え、
違法木材阻止に真剣に取組んでいることを示すべきである。

木材合法性に関するデューデリジェンス
現在、G7 諸国首脳と経済協力開発機構（OECD）の
加盟国は、責任あるサプライチェーンを確保するには
企業によるデューデリジェンスが不可欠であると認
識している。44   

EU 木材規則（EUTR）は企業が欧州市場に木材を持ち
込む際にデューデリジェンスを義務付けており、次の
ような手順を踏むべきとしている。

•	 情報収集：　木材の供給源とサプライヤーに関する
情報（関連法の遵守に関する情報を含む）を入手する。

•	 リスク評価：　この情報や当該地域での違法伐採の
広まりなど他の基準をもとに、違法木材を市場に
持ち込むリスクを評価する。

•	 リスク軽減：　リスクを把握した場合、リスクを最
小限に抑える十分かつ相応の対策をとる。45
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しかし、グローバル・ウィットネスはこれらの企業がとってい
る対策のいずれも、サラワクの違法木材を買うリスクを軽減す
るには十分ではないと考える。違法伐採に対して主として自主
対策でのぞむという日本のアプローチは明らかに破たんしてい
る。日本の輸入会社はサラワクのように違法伐採のリスクの高
い地域から大量に購入しながら、こうしたリスクの軽減策をほ
とんどとっていない。一部の輸入企業が合法木材の調達を確約
し、その約束を実行に移すための最初のステップを踏み出した
ことは心強いものの、そうした努力には調査対象の主要輸入７
社の間で大きな差がある。

すべての企業に義務的な最低限の基準を課す法律がない中で
は、率先してサプライチェーンから違法木材を排除しようとす
る企業は、何もしない企業に比べ、事業の上で不利な立場に置
かれてしまう。日本の企業に調達木材の合法性確認を義務付け
ない限り、違法木材は日本市場に溢れつづけるであろう。新た
なアプローチの採用が急務である。



デューデリジェンス評価基準

方針 方針の質―違法
伐採との関連性

4=合法木材の調達と合法性評価のデューデリジェンスを義務付ける方針を保持し公開してい
る。第三者の法的権利も含めた考慮すべき法令の範囲を定めている。
3=合法木材の調達を義務付ける方針を保持し公開している。
2=サプライヤーに国内法遵守を義務付ける方針を保持し公開している
1= 木材調達に関する方針を保持し公開しているが違法伐採問題には触れていない。
0=木材調達に関する公開された方針をもっていない。

説明責任 4=以下に加えて、遵守状況の独立機関による監査を行っている。
3=以下に加えて、木材調達に関わる方針の実施状況を追跡するためのベンチマークをもってい
る、またはベンチマーク作成の途上にある。
2=木材調達に関わる方針の遵守を取締役会が監督している。
1=木材調達に関わる方針の遵守をスタッフが監視している。
0=説明責任を果たす仕組みがまったくない。

リスク評価 
（サラワクに関

連して）

リスク特定のた
めの情報収集能
力

4=以下に加えて、汚職／脆弱な法の支配などを含めた森林セクターの統治状況について情報を
収集している。
3=以下に加えて、森林／土地セクターの法的、人権、環境問題
について独立の証拠を収集している（メディア、市民社会）。
2=木材の樹種と生産地について情報を収集している。
1=サプライヤーから供給木材の合法性を示す文書を収集している。
0=情報収集を行っていない。

リスク評価手順
の質

4=以下に加えて、信頼のおける独立機関に違法伐採の証拠評価を委嘱している。
3=以下に加えて、統治状況や社会紛争の広まりの程度を評価している。
2=以下に加えて、ＮＧＯ、シンクタンク、メディアなどの第三者が提供する違法伐採の証拠を
評価している。
1=合法性を示す文書をチェックしている。
0=リスク評価を行っていない。

リスク軽減 
（サラワクに関

連して）

リスク軽減手順
――講じた措置

4=信頼のおける第三者を雇って、サプライヤーの遵守状況について伐採区域レベルでの立ち入
り検査を行った。
3=以下に加えて、サプライヤーの遵守状況について伐採区域レベルでの立ち入り検査を行った、
または、サプライヤーに準備させて信頼のおける第三者による検査を行った。
2=以下に加えて、ほぼすべての製品について、供給元の伐採ライセンスを含めた合法性を確認
するためにサプライヤーまたは政府から追加文書を集めた。
1=サプライヤーに問い合わせ、サラワクの違法伐採に詳しい専門家・ＮＧＯに相談した。
0=軽減策をとっていない。

実効性 4=信頼のおける独立の第三者機関が合法であると確認した製品のみを調達する。
3=スタッフが現場で合法性を確認した製品のみを調達する。
2=リスクが軽減できないサプライヤーやサプライチェーンとは取引をやめた。
1=サプライヤーから合法性の追加の確約を得た製品のみを調達する。
0=リスクの証拠があっても調達方針は変えない。

透明性 デューデリジェ
ンス手順と結果
の開示

4=以下に加えて、自社のとったリスク評価／軽減策とその結果を詳細に記したデューデリジェ
ンス手順の結果を公表している。
3=以下に加えて、デューデリジェンスプロセス手順の独立機関による監査を委嘱している。
2=デューデリジェンス手順と結果の概要報告を公表している。
1=デューデリジェンス手順を開示しているが、とった行動や結果は開示していない。
0=デューデリジェンス手順、とった行動、結果のいずれも開示していない。

方針・リスク評価・リスク軽減：0-2: 著しく不十分、 3-5: 不十分、6-7: まあまあ、 8: 良い
透明性： 0-1: 著しく不十分 2: 不十分、3. まあまあ、4: 良い
合計：0-7: 著しく不十分 、8-17: 不十分、18-24: まあまあ、25-28: 良い

付録 : 方法論について
グローバル・ウィットネスは、とくにサラワクに関連して、違
法木材購入のリスクを避けるためにどのような方針や手順を策
定しているかを調べるため、本報告書に記載された主要商社 7
社にアンケートを送った。また、アンケートには各社のサラワ
クにおけるサプライチェーンについての基本的な質問やサラワ
クの違法伐採リスクについての見解についての質問も含まれて
いる。アンケートの回答と回答者との内容確認とともに公開情
報をもとに、グローバル・ウィットネスは以下に掲げる基準を

用いて各社のデューデリジェンスを評価した。各基準に割り
振った点数は業界のベストプラクティスについての私たちの評
価を表している。アンケートの回答は公開情報やアンケート後
の各社とのやりとりの内容と一致しないところについては、そ
の不一致を反映させるため点を引いた。これらは報告書本文の

「デューデリジェンス評価」において ▲ 印で示している。「評価」
中の † は点数に対し企業が異議を表明していることを示す。
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